
※ 平成30年度から令和4年度における各指標の全国平均値は、当時の団体数を基に算出していますが、設備利用率及び修繕費比率、企業債残高対料金収入比率、有形固定資産減価償却率、FIT・FIP収入割合については、令和4年度の団体数を基に平均値を算出しています。
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全体総括
H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R01 R02 R03 R04 　本県の電気事業は、従来からの経営努力に加えて、近年はFITの適用等により収

益性を高め、健全な経営が維持されている。

　一方で、一部の水力発電所等では施設設備の老朽化が進行し、計画的な更新・
改修等の対応を図る必要があることや、令和11年度以降はFITの調達期間終了とな
る発電所が順次生じ、収益性の低下も想定される。

　こうした点等を踏まえ、今後とも一層の経営の効率化や経営基盤の強化、長期
的な諮詢需要を見据えた内部留保の確保を図るとともに、的確な投資計画の下で
維持管理コストの削減等に努め、「山形県企業局経営戦略」に基づく持続可能な
健全経営を推進していく必要がある。
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２．経営のリスクについて

【水力発電】
　「設備利用率」は、計画的な維持修繕に努めること等により、平均値を上回る
数値で推移しており、今後も効率的な施設利用を図っていく。
　「修繕費比率」は、近年概ね平均値と同水準か平均値を下回る水準を維持して
いるが、今後は、施設の老朽化に伴う修繕費等の増加が見込まれることから、計
画的で効率的な工事実施による修繕費の抑制や平準化を図る必要がある。
　「企業債残高対料金収入比率」は、平均値より低い数値で推移している。これ
は近年、新規の企業債を発行していないことから企業債の償還が順調に進んでい
るものである。
　「有形固定資産減価償却率」は平均値を下回っているが、一部の発電所や送電
設備では施設の老朽化が進んでいることから、計画的な更新・改修等の対応を図
る必要がある。
　「FIT・FIP収入割合」は、平均値を上回る数値で推移している。令和11年度以
降はFITの調達期間終了となる発電所が順次生じることから、収益性の低下も想定
されるため、経営の効率化や経営基盤の強化、的確な投資計画の下での維持管理
コストの削減等に努めていく必要がある。

【風力発電】
　風力発電は令和３年４月から発電を開始しており、「設備利用率」について
は、平均値を上回る良好な数値となっている。
　「FIT・FIP収入割合」は、全収入がFITで占められており、FITによる調達期間
は令和23年３月となっている。

【太陽光発電】
　太陽光発電は平成25年12月から発電を開始しており、「設備利用率」について
は、各年度の日射量に応じて増減がある。
　「修繕費率」は、年度ごとに必要な修繕規模に差があるため、各年度の数値に
バラつきがあるが、今後も適切な維持管理に努めていく。
　「FIT・FIP収入割合」は、全収入がFITで占められており、FITによる調達期間
は令和16年１月までとなっている。

●施設全体 ●発電型式別

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01H30 R01 R02 R03 R04 H30

２．経　営　の　リ　ス　ク

43.6 46.5 ■当該値 -
R03 R04

■平均値 1,533,303 1,359,753 1,430,009 1,417,603 1,498,744■平均値 9,078.5 9,106.0 9,268.1 9,846.1 10,480.4666.3 836.7 816.6■平均値 128.9 129.3 133.8 130.2 129.3■平均値 129.9 130.2 134.6 131.2 130.3

■当該値 3,521,910 3,761,194■当該値 1,880.5 1,309.1 614.5 1,416.9 2,669.5■当該値 179.0 198.5 197.6 169.4 167.5
■平均値 749.1 763.6

3,621,618 3,450,243 3,417,838■当該値 7,821.2 6,733.8 6,678.4 9,181.0 8,545.1■当該値 185.4 204.4 203.3 174.3 172.6
H30 R01 R02R04 H30 R01 R02 R03 R04

１．経　営　の　状　況

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R01 R02 R03 R04R03 R04 H30

ＦＩＴ・ＦＩＰ以外 ＦＩＴ・ＦＩＰ 合計

年間電灯電力量収入（千円） 2,638,956 3,162,993 5,801,949

合計 367,088 414,210 400,627 363,298 384,984

太陽光発電 1,268 1,383 1,245 1,260 1,296

風力発電 - - - 20,533 18,165

ごみ発電 - - - - -

R04

水力発電 365,820 412,827 399,382 341,505 365,523

ＦＩＴ・ＦＩＰ適用終了年月日 電力小売事業実施の有無

東北電力、東北電力ネットワーク、
やまがた新電力

3.2

※1 行政区域内の需要家に小売されたことが客観的に明らかであるものを計上。なお、この基本情報をもって全ての地産地消エネルギーへの取り組みを評価するものではない。

年間発電電力量（MWh） H30 R01 R02 R03

法適用 電気事業 自治体職員 94.6 基金への積立の有無…有
  目的：減債積立金への積立　162,612,291円
　　　　建設改良積立金への積立　2,400,129,331円
一般会計への繰出しの有無…無
その他の有無…有
　目的：資本金への組入　877,894,537円

　電気事業により生じた利益は、将来の施設更新に充てるために建設改良積立金として積み立てている。また、企業債残高がある場合は、翌年度
償還額を限度額に減債積立金として積み立てている。

　「経常収支比率」や「営業収支比率」は、固定価格買取制度の適用等による収
益性の向上により、近年は平均値を上回る良好な数値で推移している。

　「流動比率」も良好であり、安定的な経営が維持されている。

　「ＥＢＩＴＤＡ（減価償却前営業利益）」も平均値を上回っているなど、事業
の収益性も確保され、健全な経営が維持されている。

水力発電所数 ごみ発電所数 風力発電所数 太陽光発電所数

- 令和６年３月31日　白川発電所 令和11年３月31日　横川発電所 無

売電先 地産地消の見える化率（％）※1

14 - 1 1

その他発電所数 料金契約終了年月日

山形県 経営比較分析表（令和4年度決算） 分析欄
業務名 業種・事業名 管理者の情報 自己資本構成比率（％） 利益剰余金の使途について（具体的な使用実績事業を記入してください） １．経営の状況について
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